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熊谷尚夫経歴
岡山県都窪郡加茂村大字新庄下1323番地小野安治郎・つ
るゑの三男として生まれる
岡山都県窪郡加茂村加茂尋常高等小学校に入学
同校尋常科卒業
岡山県第二岡山中学校に入学
同校第4学年を修了
第六高等学校文科甲類に入学
同校同科卒業
東京帝国大学経済学部経済学科に入学
同大学同学部卒業
日本生命保険株式会社に就職本社業務調旨導係に配属さ
れる
熊谷元二郎養女潔子と婿養子縁組婚姻届出同日入籍
日本生命保険株式会社を退職
福島高等商業学校講師を嘱託され，年手当1,200円を給与
される
福島高等商業学校教授に任ぜられ，叙高等官7等， 11級俸
下賜
勅令165号附則に依り辞令を用いず同官等俸給を以て福島
経済専門学校教授に任ぜられる
東北帝国大学助教授に任ぜられ，叙高等官6等，本俸9級
俸，職務俸金400円下賜，法文学部勤務を命ぜられる
勅令第192号に依り辞令を用いず文部教官に任じ2級に叙
せられる
勅令第205号に依り辞令を用いず東北帝国大学助教授に補
される
政令第204号に依り東北帝国大学は東北大学となる
文部省令第10号に依り辞令を用いず経済学部勤務を命ぜら
れる
東北大学教授に補される
東北大学教授（経済学部）に配置換
大正3（1914）年7月11日
大正10（1921）年4月
昭和2（1927）年3月
4月
昭和6（1931）年3月
4月
昭和9（1934）年3月
4月
昭和12（1937）年3月
5月
昭和13（1938）年4月12日
昭和15（1940）年7月i2日
7月13日
昭和16（1941）年3月31日
昭和19（1944）年4月1日
9月22日
昭和21（1946）年4月1日
昭和22（1947）年10月1日
昭和24（1949）年4月1日
昭和26（1951）年4月1日
昭和28（1953）年4月1日
9月1日～29年8月31日肺結核のため療養を命ぜられる（文部省）
昭和29（1954）年6月10日福島大学教授（経済学部）に配置換
昭和31（1956）年4月1日～53年3月31日大阪大学教授（経済学部）に配置換
昭和32（1957）年8月1日～34年7月31日大阪大学評議員に併任（文部省）
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昭和33（1958）年11月25日『資本主義経済と雇傭』により経済学博士の学位を授与さ
れる（大阪大学）
昭和37（1962）年5月10日～42年9月30日公認会計士審査会試験委員（第2次）に併
任（大蔵大臣）
昭和38（1963）年12月23日～現在日本経済研究センター理事
昭和39（1964）年9月12日～現在関西経済研究センター理事
昭和40(1965)年4月1日～42年3月31日大阪大学経済学部長に併任（文部大臣),
大学院経済学研究科主任を命ぜられる（大阪大学総長）
11月3日 『経済政策原理』 （岩波書店）が日経経済図書文化賞を受
． ける
昭和42（1967）年7月12日経済審議会臨時委員に任命（総理府）
11月16日～44年10月14日総理府事務官に兼ねて任命，経済研究所長
に補される（経済企画庁長官）
昭和43（1968）年6月7日～45年6月6日産業構造審議会委員に併任
（通商産業大臣）
11月4日～11月29日欧米各国所得政策の現況および理論研究調査の
ため英国， フランス，米国に出張
昭和44（1969）年11月5日～48年11月4日学術審議会委員に任命（文部大臣）
昭和47（1972）年4月1日～48年3月31日理論・計量経済学会会長
9月25日～50年12月25日高等教育懇談会委員（文部省）
昭和49（1974）年8月25日～54年3月8日社会保障制度審議会委員を委嘱される
（内閣総理大臣)
昭和50(1975）年1月24日～現在経済審議会委員に任命（内閣総理大臣）
10月1日 特に314,000円（枠外1号）を給する（大阪大学総長）
昭和51（1976）年11月16日妻潔子脳出血のため死去
昭和53（1978）年3月31日大阪大学教授定年退官
4月1日 大阪大学名誉教授
4月2日 関西大学経済学部教授
11月3日 紫綬褒賞受賞
昭和56（1981）年1月23日池上静雄長女富佐子と結婚
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(1984年3月末現在）
I著書
〔1〕 「厚生経済学の基礎理論』東洋経済新報社， 1948年，増補版1957年。
〔2〕 「近代経済学』日本評論社， 1956年，新訂版1972年。
〔3〕 『資本主義経済と雇傭』日本評論社, 1957年。
〔4〕『現代経済学入門』日本評論社， 1960年。．
〔5〕 『経済政策原理』岩波書店， 1964年。
〔6〕 「厚生経済学』創文社， 1978年。
〔7〕雁済原論』岩波書店， 1983年｡
Ⅱ共著書
〔1〕 （氏原正治郎・尾崎巌。小宮隆太郎・渡部経彦と共著）『物価安定と所得政策』（経
済審議会「物価．賃金．所得．生産性研究委員会」報告書)，経済企画協会， 1968
年。
〔2〕 （村上泰亮．公文俊平と共著）鵬済体制』（｢現代経済学」10）岩波書店，1973年。
〔3〕 （安井琢磨・福岡正夫と共著）『近代経済学の理論構造』 （｢経済学全集」5）筑摩
書房， 1974年｡
Ⅲ編書
〔1〕 （安井琢磨.･西山千明と共編）「近代経済学講義』創文社，1964年.
〔2〕 （渡部経彦と共編）『日本の物価』日本経済新聞社， 1966年。
〔3〕 （川口慎二･森嶋通夫と共編）『経済学入門』有斐閣， 1967年，新版1973年。
〔4〕 『市場構造と経済効率』有斐閣， 1968年。
〔5〕 （大石泰彦と共編）駈代経済学』(1)，(2)，(3)，有斐閣，1970年。
〔6〕 「シンポジウム･PPBS－その役割と課題』日本経済新聞社,1971年。
〔7〕 『経済政策の目標一効率と公正をめぐって』日本経済新聞社， 1972年。
〔8〕 （建元正弘と共編)『経済と計画』(NHK市民大学叢書,24)日本放送協会,1972
年。
〔9〕 『日本の産業組織』 I,n,m,中央公論社,1973～76年。
〔10〕鵬済思想と現代の世界』日本経済新聞社，1976年。
Ⅳ訳書
〔1〕 （安井琢磨と共訳）ヒツクス『価値と資本』,岩波書店， 1951年，第2版1965年。
〔2〕 （安井琢磨と共訳）ロバートソン『貨幣』岩波書店， 1956年。
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（渡辺太郎と共訳）モルガン『所得と雇用』東洋経済新報社， 1958年。
（大野忠男と共訳）ケインズ『人物評伝』岩波書店， 1959年。
（西山千明・白井孝昌と共訳）フリードマン『資本主義と自由』マグロウヒル好学
社， 1975年。
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V論文
〔1〕「ジョン・スチュアート・ミルの認識論と経済学方法論」1937年，東京帝国大学経
済学部に助手求職論文として提出（行方不明)。
〔2〕 「オイケン『国民経済学の基礎』とそれを焼る若干問題｣，福島高等商業学校「商
学論集』第13巻第1． 2号， 1942年1月。
〔3〕 「貨幣と利子一ケインズ理論の解釈の問題を中心として｣，福島経済専門学校『商
学論集』第16巻第1号，1944年9月。
〔4〕 「厚生経済学における生産と分配｣， 『福島経済専門学校創立25周年記念論文集』
1947年10月。
〔5〕 「所得の分配と社会の生産機能一厚生経済学の一問題｣，福島経済専門学校『商学
論集』第17巻第1号，1948年8月。
〔6〕 「厚生経済学の基礎前提｣， 『エコノミスト』別冊「最近理論経済学の展望｣， 1948
年11月。
〔7〕 「独占理論の現段階とその展望｣， 『季刊･経済思潮』第12集，実業之日本社，1949
年10月。
〔8〕 「資本主義経済と失業一第1部・静学的分析｣，福島大学『商学論集』第19巻第2
号， 1950年7月。
〔9〕 「古典派理論とケインズ体系｣，高橋泰蔵・塩野谷九十九編『ケインズー般理論講
義』(1)，春秋社，1950年。
〔10〕 「厚生経済学における分配問題一とくにシトヴスキーーリットルの厚生基準につい
て｣，東北大学『研究年報経済学』第21号，1950年12月。
〔11〕 「恒常成長率の概念について｣， 『季刊理論経済学』第2巻第3号，1951年7月。
〔12〕 「社会的厚生関数一アロウの所説について｣,福島大学『商学論集』第20巻第4号，
1952年3月。
〔13〕 「理論経済学における独占問題｣， 『経済評論」第1巻第8号，1952年8月。
〔14〕 「人口，資本，および雇傭｣，福島大学『商学論集」第21巻第3号，1952年11月。
〔15〕 「人口，資本， および雇傭への補論一批判にかえりみて｣，福島大学『商学論集』
第22巻第1号，1953年4月。
〔16〕 「賃金と物価との関係についての覚書｣， 『季刊理論経済学』第4巻第3．4号，
1953年11月。
〔17〕 「厚生経済学｣， 『経済学大辞典』東洋経済新報社，第3巻,1956年。
〔18〕 「経済問題へのアプローチ｣， 「経済評論』第5巻第1号，1956年1月。
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〔19〕 「経済循環の構造｣，同上第2号，1956年2月。
〔20〕 「均衡理論の基本性格｣，同上第3号，1956年3月。
〔21〕 「独占と競争｣，同上第4号，1956年4月。
〔22〕 「分配理論の基礎｣，同上第5号，1956年5月。
〔23〕 「国民所得と雇傭｣，同上第6号，1956年6月。
〔24〕 「資本蓄積と景気循環｣，同上第8号，1956年8月。
〔25〕 「資本主義経済の長期傾向｣，同上第9号，1956年9月。
〔26〕 「近代経済学と社会主義｣，同上第10号，1956年10月。
〔27〕 「投資率の変動について｣， 『大阪大学経済学』第6巻第3．4号，1957年3月。
〔28〕 「雇傭理論における短期分析と長期分析－渡部助教授の拙著批判によせて｣，福島
大学『商学論集』第26巻第4号，1957年5月。
〔29〕 「経済成長と貯蓄｣， 日本銀行蓄貯推進部『貯蓄時報』第33号，1957年7月。
[30/!Ricardo,Marx,KeyneSandtheRelationshipbetweenWageRateand
Price¥Osα〃Eco"oWC""'s,Vol.6,No.1,Septemberl957.
〔31〕 「経済成長と雇傭問題｣，高田保馬編『経済成長の研究」第3巻（大阪大学経済学
部社会経済研究室研究叢書第9冊)，1957年。
〔32〕 「政策基準としての実質所得｣，一橋大学経済研究所『経済研究』第9巻第2号，
1958年4月。
〔33〕 「古典期における外部経済論｣， 『大阪大学経済学』第8巻第2号，1958年7月。
[34]!!ExternalEconomiesandtheProblemoflnvestmentCriteria,''Osα々α
勘0"o"CRW7's,Vol.7,No.2,Februryl959.
〔35〕 「外部経済，均整成長および投資基準｣，大阪大学経済学部創設10周年記念論文集
『現代経済学の諸問題』1959年3月。
〔36〕 「国民経済の構造｣， 『経済セミナー』第30号,1959年5月。
〔37〕 「価値理論の意義｣，同上第31号，1959年6月。
〔38〕 「生産理論の基礎概念｣，同上第32号，1959年7月。
〔39〕 「独占力と交渉力｣，同上第35号，1959年9月。
〔40〕 「資本の理論｣，同上第36号，1959年10月。
〔41〕 ｢経済活動と国民所得｣，同上第37号，1959年11月。
〔42〕 「所得決定の理論｣，同上第38号，1959年12月。
〔43〕 「景気循環の理論｣，同上第39号，1960年1月。
〔44〕 「資本蓄積と経済成長｣,同上第40号う1960年2月。
〔45〕 「マルクス経済学と現代の資本主義｣， 「思想』第428号，1960年2月。
〔49〕 「現代経済学と経済政策｣， 『経済セミナー」第41号，1960年3月。
〔47〕 「セカンド・ベスト理論の解釈について｣， 『大阪大学経済学』第9巻第4号，1960
年3月。
〔48〕 「マルクス経済学と近代理論一末永隆甫氏の批判に答える｣， 『自由』第7号,1960
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年6月。
「経済学の存在理由｣， 『日本経済新聞』1960年9月27日～10月2日。
「厚生経済学の基本定劇， 『日本経済新聞』1960年11月20日～12月4日。
「近代経済学の基礎｣， 『税経セミナー』第54号，1961年1月。
「外部経済の問題｣， 『日本経済新聞』1961年2月。
「<近代経済学>批判のありかた｣,『エコノミスト』第39巻第5号,1961年1月31日。
「公共料金の経済学｣， 『日本経済新聞』1961年4月4日～10。
「実効競争の問題｣,同上，1961年6月13日～18日。
「所得分配の基本問題｣，同上， 1961年9月5日～10日。
「ケインズ以後の経済学｣， 『税経セミナー』第63号，1961年9月。
「公益企業の価格政策について｣， 『大阪大学経済学』第11巻第1‘ 2号， 1961年10
月。
「左翼主義の今と昔｣，確済セミナー』第62号，1961年10月。
40IndivisibilitiesandResourceAllocation:AFormUlationoftheProblem'',
Osαﾙα勘o"0加允R功"s,Vol.10)No.1．2,Februaryl962.
「政策判断の基準｣， 『日本経済新聞』1962年3月27日～4月1日。
「経済政策の理論的基礎｣， 『税経セミナー』第71号，1962年5月。
「広告と厚生｣， 『日本経済新聞』1962年6月19日～24日。
「経済秩序と独占問題｣，同上， 1962年9月25日～30日｡
「寡占理論の話題｣，同上， 1962年12月25日～30日。
「所得はいかに分配されるべきか｣，同上， 1963年4月9日～14日。
「独占統制の理論的基礎｣， 『経済評論』第12巻第5号,1963年5月。
「市場経済の限界｣， 『日本経済新聞』1963年7月16日～21日。
「設備投資とインフレーシヨン｣,『経済セミナー』第86号,1963年8月。
「現代の資本主義｣， 『日本経済新聞』1963年10月23日～28日。
「完全雇用政策の長期的側面｣，大泉行雄博士還暦記念論文集確済政策の現代的
課題』勁草書房， 1963年12月。
｢インフレーション｣‘『日本経済新聞』1964年2月18日～23日。
「所得再分配政策｣， 『大阪大学経済学』第13巻第3．4号’1964年3月。
｢価格機構の効率性とその限界｣，Ⅲ〔1〕に収載,1964年5月。
「カルテル価格の理論｣， 『日本経済新聞』1964年8月20日～25日。‘
「マルクスの価値理論｣，同上， 1964年11月30日～12月5日。
「現代資本主義と経済政策｣， 『税経セミナー』第9巻第13号，1964年12月。
「労働価値説と利潤の源泉｣， 『大阪大学経済学』第14巻第3．4号， 1965年3月．
「経済学はどんな学問か｣，鵬営教室』第3巻第5号，1965年5月。
「資本主義の特徴｣，同上第3巻第6号，1965年6月。
「経済理論の構成｣，同上第3巻第7号，1965年7月。
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〔82〕 「不況対策と物価問題｣， 『日本経済新聞』1965年9月7日～12日。
〔83〕 「不況対策としての生産調整｣， 『公正取引』180号，1965年9月。
〔84〕 「景気振興と物価問題｣， 『経営教室』第3巻第9号，1965年10月。
〔85〕 「物価水準と価格体系｣，同上第3巻第10号，1965年11月。
〔86〕 「市場構造と価格形成｣，同上第3巻第11号，1965年12月。
〔87〕 「ことしの政策課題｣， 『日本経済新聞』1966年1月5日～10日。
〔88〕 「三つの経済学説：マルクス， ワルラス, ケイ､ﾝズ｣，『近畿大学商経学部特別講
座』第6集， 1966年2月。
〔89〕 「ケインズ派政策と日本経済｣， 『中央公論』第81巻第3号,1966年3月。
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